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１. はじめに

平成29年7月九州北部豪雨（以下，H29豪雨）では140件以上のがけ崩れが発生した。国土技術政策総合研究所

ではこれまで急傾斜地崩壊対策施設の待受式擁壁の設計における崩土の衝撃力や崩壊土砂量の推定方法に関して研究を

実施してきており，H29豪雨によるがけ崩れ現場でも調査を実施してこれらに関して検討を行っている。本稿ではそ

の検討の一部である，崩土が流動化する素因の検討とのり下における崩土による荷重の空間分布（崩壊幅における衝撃

力の平均荷重）の検討結果について報告する。

２. 検討方法

崩土流動化の4つの調査地の概要については本報告と連番となっている報告その11)を参照いただきたい。

２.１ 崩土流動化

本検討では流動化率，等価摩擦係数，到達距離を流動化の指標とし，それらと地形，地質，土質条件を比較して流動

化の素因を検討した。流動化率については報告その11)を参照いただきたい。等価摩擦係数は，崩壊地上端から崩土到

達部下端までの比高（鉛直距離）を水平距離で除して求めた。到達距離は，急傾斜地のり下から崩土到達部下端までの

水平距離とした。

崩土流動化の素因候補として，崩壊土砂量，平均崩壊深，最大崩壊深，のり下と崩壊地上端の標高差（崩壊高），斜

面形状，斜面勾配および崩土の細粒分含有率，塑性指数，流動限界 2)，地質，粘土鉱物について調査した。なお，過去

の国総研における検討では，崩壊土砂量，崩壊深，崩壊高，斜面形状，勾配，地質などが流動化の素因となっている可

能性があるが土質に関するデータは不足している，としている。

これらのデータを考察するにあたり，昭和47年から平成26年までの全国のがけ崩れ災害実態（以下，土砂災害デ

ータ），清水ら 3)の報告による平成24年7月九州北部豪雨（以下，H24豪雨）での長大斜面崩壊事例，および平成21
年度に国総研で収集した過去の崩土流動化事例のデータも用いた。

２.２ 荷重の空間分布

のり下における崩土による荷重の空間分布の検討方法については文献 4)の方法を用いた。検討方法を要約すると，崩

壊地の形状を三次元的に把握し，告示式によって崩

土の移動による荷重の空間分布を推定するという方

法である。本報告ではH29豪雨後に取得したレーザ

ープロファイラデータから，黒川地区の崩壊地の形

状を5m間隔の5測線で計測した。のり下の位置を

斜面の遷緩線の位置とし，その位置に待受式擁壁が

あるものとして各測線における衝撃力を告示式（国

交省告示第三百三十二号に示される式）により計算

した。

３. 検討結果および考察

３.１ 崩土流動化

３.１.１ 崩土の到達距離と各指標

崩壊地の勾配と崩土の到達距離の関係を図1に示す。到達距離が100mを超える崩壊は勾配が50°以下（特に30～
40°）に集中している。図2に崩壊土砂量と到達距離の関係を示すが，H29豪雨およびH24豪雨の調査地では斜面形

状が谷斜面または直線斜面となっており，尾根斜面の調査地はなかったことから，土砂災害データは谷または直線斜面

で勾配が50°以下の事例のみプロットした。崩壊土砂量が3,000m3を超えるあたりから到達距離が100mを超えるグ

ループと，崩壊土砂量が5,000～20,000m3と増加しても到達距離が100mを超えないグループが見られた。なお，

H29豪雨およびH24豪雨で到達距離が100mを超えた調査地では，崩壊地下方斜面の勾配が20°以上，長さが50m
以上という斜面形状の特徴がみられている（土砂災害データおよび過去の流動化事例の斜面形状については調査中であ

図1 崩壊地の勾配と崩土到達距離の関係
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る）。図3にH29豪雨の崩土の物理特性（細粒分含有

率，流動限界）と到達距離の関係を示す。細粒分含有

率および流動限界が増加すると到達距離が低下する傾

向がみられた。図中にプロットした調査地は全て流動

化が発生したものであるため，砂質土および粘性土の

物理特性を持った崩土のどちらでも流動化が発生した

結果となった。

３.１.２ 等価摩擦係数と各指標

図4に崩壊地の勾配と等価摩擦係数の関係を示す。

図中には，崩土がのり下に溜まって到達距離(L)が0だ

った場合のL=0ラインと，崩土の到達距離(L)が崩壊

高(H)の2倍となった場合のL=2Hラインも示した。

H29豪雨の調査地はL=2Hのラインを超える事例は

なく，H24豪雨の調査地はL=2Hのラインを超える

事例が2例と超えない事例が3例となった。過去の流

動化事例の傾向と合わせて考えると，崩土が流動化し

ても到達距離が崩壊高の2倍以上となるとは限らない

ことが示された。そのほか，等価摩擦係数は斜面規模

や崩土の物理特性などの指標と有意な関係性は認めら

れなかった。

３.１.３ 流動化率と各指標

流動化率の考察については報告その11)を参照してい

ただきたいが，データ数がまだ少ないこともあり，有

意な傾向は得られていない。

３.２ 荷重の空間分布

図5に各測線において算出した衝撃力の分布図を示

す。なお，崩土流出範囲の斜面向かって左端を基点と

した。また，右端は隣の崩壊斜面と完全に接している

ため，右端の測線から5mまでを推定の土砂流出範囲

とした。最大の衝撃力は崩壊深および崩壊高が最も大

きくなる中央の測線で230kN/m2となった。

図6は任意の（平均衝撃力が最大となる）解

析幅で衝撃力を平均化したものである。擁壁の

目地は一般的に20mであるが，20m幅での平

均衝撃力は182kN/m2で最大衝撃力の79%程

度となった。崩壊幅の42m幅での平均衝撃力

は111kN/m2で最大衝撃力の48%となった。

４. おわりに

検討が不十分なところもあるため，今後も

H29 豪雨におけるがけ崩れのデータについて

解析を進めていきたい。
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図2 崩壊土砂量と崩土到達距離の関係 

図4 崩壊地の勾配と等価摩擦係数の関係 

図3 物理特性と崩土到達距離の関係（H29豪雨） 

図5 衝撃力の分布図 

（黒川地区） 

図6 任意の解析幅における

最大平均衝撃力 
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